
証券コード1413
2019年３月12日

株 主 各 位
東京都千代田区丸の内一丁目８番３号
丸の内トラストタワー本館７階
株式会社ヒノキヤグループ
代表取締役社長 近 藤 昭

　
第31期定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第31期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご案内申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手

数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対す
る賛否をご表示いただき、2019年３月27日（水曜日）午後５時45分までに到着するようご返
送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
　

記
　

1. 日 時 2019年３月28日（木曜日）午前10時（開場は午前９時15分予定）
2. 場 所 東京都千代田区丸の内一丁目７番12号サピアタワー５階

ステーションコンファレンス東京 503会議室
3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第31期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）事業報告の内容、

連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結
果報告の件

2. 第31期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）計算書類の内容
報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
〈ご来場の記念品（お土産）について〉
株主総会にご出席の株主様へお配りしておりましたご来場の記念品（お土産）は、本年よりと
りやめとさせていただきます。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出ください。ま
た、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。
◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、次の事項につきましては法令及び当社定款第
15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本招
集ご通知の添付書類には記載しておりません。したがって、添付書類は監査役及び会計監査人
が監査報告及び会計監査報告の作成に際して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であ
ります。
（１）連結計算書類の連結注記表
（２）計算書類の個別注記表

〈当社ウェブサイト〉
http://www.hinokiya-group.jp/ir/
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（添付書類）
事 業 報 告
（ 2018

2018
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果
① 全般的概況
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続き、個人消費も緩や
かな回復基調で推移した一方で、相次ぐ自然災害の発生による影響や米中貿易摩擦など海
外経済の不確実性への懸念から、先行き不透明な状態が続いております。
住宅業界におきましては、国土交通省発表による新設住宅着工戸数は、2018年１月か
ら12月の累計が前年同期比で減少となり、利用関係別戸数では当社グループの主力事業
である注文住宅事業と関連性の高い「持家」は、直近で持ち直しの動きがあったものの累
計では減少となるなど弱含みで推移しました。また、原材料価格の高騰や人手不足に伴う
物流費、人件費の上昇等により、厳しい事業環境が続いております。
このような状況のもとで、2018年４月、当社グループ経営理念「最高品質と最低価格
で社会に貢献」に基づき、持続的な事業の成長とさらなる企業価値の向上に向け、当連結
会計年度を初年度とする５ヵ年の中期経営計画「NEXT STAGE 2022」を策定し、各事
業セグメントにおいて、売上拡大に努めてまいりました。
この結果、当連結会計年度における売上高は1,102億59百万円（前年同期比5.0％増）、

営業利益は44億３百万円（前年同期比30.0％減）、経常利益は43億86百万円（前年同期
比30.1％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は23億３百万円（前年同期比33.2％減）
となりました。

② セグメント別業績概況（セグメント間取引消去前）
＜注文住宅事業＞
注文住宅事業におきましては、桧家住宅では昨年から受注が好調な「Ｚ空調」の認知度
をさらに高めるため、積極的なテレビＣＭや販売キャンペーンの実施、「Ｚ空調」の快適
さを体感できる各種見学会等（「街スマ」、施主宅、断熱施工現場を見学する「Ｚ空調」体
感ツアー等）の開催を強化しました。また、パパまるハウスでは販売エリア及び販売代理
店網を拡大強化する等、積極的な受注拡大に努めた結果、全てのブランドで「Ｚ空調」を
搭載した住宅の受注が好調に推移し、受注高及び受注棟数は前年同期を上回りました。販
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売棟数及び売上高は、パパまるハウス、桧家住宅の完成引渡しが増加し、注文住宅事業全
体の売上高は前年同期を上回りました。しかしながら、利益面においては、レスコハウス
の販売が伸び悩んだこと、注文住宅事業全体における工事部門の強化に伴う人件費増加、
「Ｚ空調」に関連した広告宣伝費等の増加、桧家住宅における新規展示場への出展及び既
存展示場のリニューアルによる固定費の増加等を吸収しきれず前年同期を下回りました。
この結果、受注棟数3,362棟（前年同期比12.9％増）、受注高663億39百万円（前年同
期比12.8％増）、売上棟数2,959棟（前年同期比9.7％増）、 売上高は610億37百万円
（前年同期比10.2％増)、営業利益は44億87百万円（前年同期比7.7％減）となりました。
　
＜不動産事業＞
不動産事業におきましては、金融機関のアパートローンに対する融資姿勢厳格化の影響

による富裕層向け収益物件販売の減収及び分譲住宅販売の減収等から、売上高は前年同期
を下回りました。利益面においても、減収に加え、戸建分譲住宅販売において在庫回転率
を意識した販売戦略により売上高総利益率が低下したこと及び販売費及び一般管理費の増
加により前年同期を下回りました。
この結果、売上棟数484棟（前年同期比2.6％減）、売上高は232億99百万円（前年同
期比6.8％減）、営業利益は７億92百万円（前年同期比42.7％減）となりました。

　
＜断熱材事業＞
断熱材事業におきましては、戸建住宅部門では「アクアフォーム」の商品力を生かした
営業展開が奏功し、建築物部門においても日本建設業連合会のホームページで産業廃棄物
処理の広域認定企業として紹介されたことで認知度が向上し、受注が順調に拡大したこと
から、売上高は前年同期を上回ったものの、利益面においては、アクアフォームの原材料
であるイソシアネートの供給不足による価格高騰の影響を受け前年同期を大幅に下回りま
した。
この結果、売上高は194億17百万円（前年同期比7.6％増）、営業利益は７億９百万円

（前年同期比43.6％減）となりました。
　
＜リフォーム事業＞
リフォーム事業におきましては、注文住宅オーナーや外部顧客に対する営業強化により
リフォーム工事の受注が増加したことで、売上高は前年同期を上回りました。利益面にお

― 4 ―



いては、本年３月に「ＬＤＫリフォーム」に特化したショールーム「牛久リフォーム館」
の出展費用やエリア拡大に伴う固定費の増加があったものの、増収により固定費の増加を
吸収し前年同期を上回りました。
この結果、売上高は35億9百万円（前年同期比5.8％増）、営業利益は３億31百万円

（前年同期比8.1％増）となりました。
　
＜介護保育事業＞
介護事業におきましては、本年４月にサービス付き高齢者住宅１施設を売却したこと及
び既存施設で競争激化により稼働率が低下したことにより、売上高は前年同期を下回りま
した。
保育事業におきましては、前年12月に「ゆらりん椎名町保育園」、本年４月に「ゆらり
ん下目黒保育園」等を開設したことにより、売上高は前年同期を上回りました。
当事業全体の利益といたしましては、保育事業において前年同期に発生した過年度遡及
分の補助金収入がなくなったこと及び保育士の処遇改善を行ったことによる人件費の増
加、人員不足解消のための採用コスト増加により前年同期を下回りました。
この結果、売上高は51億85百万円（前年同期比10.2％増）、営業損失は31百万円（前

年同期は営業利益１億２百万円）となりました。
　

（2）設備投資等の状況
当連結会計年度では、注文住宅事業にて展示場建物８億82百万円、断熱材事業にて営
業・工務用車両２億64百万円、介護保育事業にて保育施設４億43百万円等に投資しており
ます。
　

（3）資金調達の状況
当連結会計年度においては、金融機関より長期借入にて10億円の資金調達を行っており

ます。
なお、当社グループは、当連結会計年度において長期借入金20億74百万円の返済を行っ

ております。
　

（4）対処すべき課題
当社グループを取り巻く経営環境は、中長期的にみると人口減少や超高齢化社会の進行、
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それに伴う労働力不足や介護問題の深刻化等が予想されております。当社グループの主力事
業である注文住宅事業においては、政府の住宅政策の「ストック重視」への転換、多様化す
るライフスタイルを反映した消費者の住宅取得意識の変化等により、新設住宅着工戸数は減
少傾向が続き、企業間の競争はさらに激しくなるものと思われます。
このような環境下において当社グループは、注文住宅事業においてはエリア拡大と業務効
率化の推進による収益性向上を図るとともに、住宅関連の市場環境の変化と多様化するお客
様のニーズに対応し、より安定した成長を目指すため「不動産事業」、「断熱材事業」、「介護
保育事業」等の育成・強化に取り組んでおります。
これらを早期に中核事業に成長させることで、住宅関連の市場環境が変化してもグループ

全体として安定した収益を獲得できるよう収益基盤の強化に努めてまいります。
　

（5） 財産及び損益の状況の推移
　

区 分 第28期
2015年度

第29期
2016年度

第30期
2017年度

第31期
2018年度

売 上 高（百万円） 78,626 93,138 105,007 110,259

経 常 利 益（百万円） 5,235 6,139 6,278 4,386
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益（百万円） 2,561 3,329 3,447 2,303

１株当たり当期純利益（円） 188.73 245.25 258.91 183.13

総 資 産 額（百万円） 43,388 52,507 60,160 64,309

純 資 産 額（百万円） 16,750 19,843 18,690 20,383
　

（注） １株当たり当期純利益は期中平均株式総数に基づき算出しております。

（6）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
該当事項はありません。
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② 子会社の状況
　

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容
千円 ％

㈱ 桧 家 住 宅 50,000 100.0 注文住宅の建築及び住宅関連の販売

㈱ 桧 家 住 宅 東 海 30,600 100.0 注文住宅の建築及び住宅関連の販売

㈱ パ パ ま る ハ ウ ス 40,000 100.0 注文住宅の建築及び戸建住宅の分譲

レ ス コ ハ ウ ス ㈱ 50,000 100.0 注文住宅及び集合住宅の建築

㈱ 桧 家 不 動 産 50,000 100.0 戸建住宅及び宅地の分譲並びに戸建賃
貸住宅の請負・販売

㈱ 日 本 ア ク ア 1,901,969 54.9 発泡断熱材の製造・販売

㈱桧家リフォーミング 30,000 100.0 住宅のリフォーム及び外構工事の請負

ラ イ フ サ ポ ー ト ㈱ 100,000 80.0 老人ホーム及び保育所の運営等

フュージョン資産マネジメント㈱ 100,000 100.0 不動産活用コンサルティング等

㈱日本ハウジングソリューション 30,000 100.0 Ｚ空調システム販売、住宅FC事業等

Hinokiya Vietnam Co.,Ltd. 30,000 100.0 注文住宅の提案用プラン図面・施工図
面の作成

（注） レスコハウス㈱は、2019年１月１日付で商号を㈱ヒノキヤレスコに変更いたしました。
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（7）主要な事業内容（2018年12月31日現在）
事 業 部 門 事 業 内 容

注 文 住 宅 事 業 木造軸組み工法及びＷＰＣ工法による注文住宅の請負・販売、設計、施
工、監理並びに注文住宅のＦＣ事業

不 動 産 事 業
戸建分譲住宅の設計、施工、販売並びに土地の分譲及び仲介
戸建賃貸住宅の請負・販売、設計、施工及び監理
不動産活用コンサルティング及び不動産の賃貸

断 熱 材 事 業 発泡断熱材及び住宅省エネルギー関連部材の開発、製造及び販売
リ フ ォ ー ム 事 業 住宅のリフォーム、解体工事、外構工事の請負、設計、施工及び監理

介 護 保 育 事 業 老人ホームの運営、訪問・通所介護並びに居宅介護支援等及び保育所運営
等

そ の 他 の 事 業 旅行代理店業、保険代理店業等

（8）主要な営業所及び事業所（2018年12月31日現在）
主 要 な 会 社 及 び 拠 点 所 在 地

当社 東京都千代田区丸の内一丁目８番３号
丸の内トラストタワー本館７階

当社（ＣＡＤセンター） 埼玉県久喜市
㈱桧家住宅（本社） 東京都文京区
㈱桧家住宅東海（本社） 静岡県静岡市葵区

㈱パパまるハウス（本社） 新潟県新潟市

レスコハウス㈱（本社） 東京都文京区

㈱桧家不動産（本社） 東京都文京区

㈱日本アクア（本社） 東京都港区

㈱桧家リフォーミング（本社） 埼玉県加須市

ライフサポート㈱（本社） 東京都渋谷区

フュージョン資産マネジメント㈱（本社） 東京都文京区

㈱日本ハウジングソリューション（本社） 東京都文京区

Hinokiya Vietnam Co., Ltd. Dong Da Dist, Hanoi City, Vietnam
（注） レスコハウス㈱は、2019年１月１日付で商号を㈱ヒノキヤレスコに変更いたしました。
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（9）従業員の状況（2018年12月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

　

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

2,975（506） 名 339(291） 名増
　

（注） 従業員数は就業人員であり臨時従業員数（パートタイマー）は、年間の平均雇用人員（１日８時間換
算）を（ ）外数で記載しております。

　
② 当社の従業員の状況

　

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

133 名 ２ 名増 36.7 歳 3.3 年
　

（注） 従業員数は就業人員であり臨時従業員数（パートタイマー）は含んでおりません。
　
（10）主要な借入先（2018年12月31日現在）
　

借 入 先 借 入 金 残 高（千円）

㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,767,012

㈱ 三 井 住 友 銀 行 3,625,624

㈱ 埼 玉 り そ な 銀 行 2,378,000

㈱ み ず ほ 銀 行 1,551,997

㈱ 武 蔵 野 銀 行 1,439,000
　

（注） 借入残高が10億円以上の金融機関を記載しております。
　
（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 48,300,000株
（2）発行済株式の総数 12,578,371株

（自己株式数 996,629株を除く）
（3）株主数 3,499名
（4）大株主（発行済株式の総数（自己株式を除く）に対する株式の保有割合の高い上位10名

の大株主）
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社ＥＩＧＨＴ＆ＣＯＭＰＡＮＹ 2,284,428株 18.2％

株 式 会 社 Ｇ Ｓ Ｋ 2,090,572 16.6

永 大 産 業 株 式 会 社 600,000 4.8

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 533,800 4.2

ヒ ノ キ ヤ グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 344,633 2.7

ヒ ノ キ ヤ グ ル ー プ 取 引 先 持 株 会 325,100 2.6

近 藤 昭 289,800 2.3

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 248,100 2.0

近 藤 治 恵 240,000 1.9

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 180,000 1.4
　

（注） 当社は2018年12月31日現在、自己株式996,629株(7.3％)を保有しており、これを持株比率の計算か
ら除外しております。

　
3. 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等（2018年12月31日現在）

　

会社における地位及び担当 氏 名 重要な兼職の状況

代表取締役会長 黒 須 新治郎

代表取締役社長 近 藤 昭
取締役マーケティング部長
（マーケティング・ＦＣ事業・
　ＣＡＤセンター担当）

荒 木 伸 介 ㈱日本ハウジングソリューション代表取
締役社長

取締役財務経理部長
（財務経理担当） 常 住 順 一

取締役総合企画部長
（総合企画・人事・
　グループ管理担当）

島 田 幸 雄

取締役 荒 井 孝 子 ㈱桧家住宅代表取締役社長

取締役 出 口 俊 一
㈱デジタルニューディール研究所
代表取締役社長
㈳俯瞰工学研究所主席研究員

取締役 片 山 雅 也

弁護士法人ALG&Associates代表社員
㈱アヴァンセ・ホールディングス取締役
㈱アヴァンセ・インテリジェンス社外監
査役（非常勤）
㈱アヴァンセ・トラシード代表取締役
㈱アヴァンセドットコム取締役
税理士法人ALG&Associates代表社員

常勤監査役 長 谷 忠 宏

常勤監査役 篠 崎 良 吉

非常勤監査役 長谷川 臣 介 長谷川公認会計士事務所所長
戸田工業㈱社外監査役（非常勤）
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会社における地位及び担当 氏 名 重要な兼職の状況

非常勤監査役 長 澤 正 浩
長澤公認会計士事務所代表
㈱伊藤園社外監査役（非常勤）
㈱東京個別指導学院社外監査役（非常
勤）

（注）１ 取締役出口 俊一氏及び取締役片山 雅也氏は、社外取締役であり、東京証券取引所に独立役員とし
て届け出ております。

２ 監査役長谷川 臣介氏及び監査役長澤 正浩氏は、社外監査役であり、東京証券取引所に独立役員と
して届け出ております。

３ 監査役長谷川 臣介氏及び監査役長澤 正浩氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に
関する相当程度の知見を有するものであります。

　
（2）責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役及び監査役との間において、
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく
損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められ
るのは、当該社外取締役、社外監査役及び監査役が責任の原因となった職務の遂行について
善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

　
（3）取締役及び監査役の報酬等の額

取締役 ８人 272,821千円（うち社外 ２人 10,821千円）
監査役 ４人 34,662千円（うち社外 ２人 17,544千円）
（注） 取締役の支給額には、使用人兼務役員の使用人分給与は含まれておりません。
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（4）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
取締役出口 俊一氏は株式会社デジタルニューディール研究所代表取締役社長及び㈳俯
瞰工学研究所主席研究員を兼務しております。なお、当社は、株式会社デジタルニューデ
ィール研究所及び㈳俯瞰工学研究所との取引はありません。
取締役片山 雅也氏は弁護士法人ALG&Associates代表社員、株式会社アヴァンセ・ホ
ールディングス取締役、株式会社アヴァンセ・インテリジェンス社外監査役、株式会社ア
ヴァンセ・トラシード代表取締役、株式会社アヴァンセドットコム取締役及び税理士法人
ALG&Associates 代 表社員を兼務しております。なお、当社は、弁護士法人
ALG&Associates、株式会社アヴァンセ・ホールディングス、株式会社アヴァンセ・イン
テリジェンス、株式会社アヴァンセ・トラシード、株式会社アヴァンセドットコム及び税
理士法人ALG&Associatesとの取引はありません。
監査役長谷川 臣介氏は長谷川公認会計士事務所所長及び戸田工業株式会社社外監査役
を兼務しております。なお、当社は、長谷川公認会計士事務所及び戸田工業株式会社との
取引はありません。
監査役長澤 正浩氏は長澤公認会計士事務所代表、株式会社伊藤園社外監査役及び株式

会社東京個別指導学院社外監査役を兼務しております。なお、当社は、長澤公認会計士事
務所、株式会社伊藤園及び株式会社東京個別指導学院との取引はありません。

　
② 当事業年度における主な活動状況
当事業年度の取締役会には、出口取締役が19回中19回、片山取締役が19回中19回、

長谷川監査役が19回中19回、長澤監査役が19回中18回出席し、それぞれ会社経営者、
弁護士、公認会計士としての専門的な見地から、適宜意見を述べております。
当事業年度の監査役会には、長谷川監査役が13回中13回、長澤監査役が13回中13回
出席し、監査結果についての意見交換、監査に対する重要事項の協議等を行っておりま
す。
また、経営トップと随時意見交換をするとともに、適宜、グループ会社等の現場往査を
行っております。
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5. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ
　
（2）報酬等の額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 42,000千円
② 当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額 69,000千円
（注）１ 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏

まえ、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算定根拠等
について、その適切性・妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399
条第１項の同意を行っております。

２ 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、①の金額にはこ
れらの合計額を含めて記載しております。

　
（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断したと
きは、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、株主総会に提出いたしま
す。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められるとき

は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその
理由を報告いたします。
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6. 会社の業務の適正を確保するための体制の整備及び運用の状況に関する事項
当社の業務の適正を確保するための体制の整備について、取締役会で決議した内容の概要及
び当事業年度における運用状況は次のとおりであります。
　
（1）業務の適正を確保するための体制の決定内容の概要
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社グループの「企業行動憲章」及び「倫理・コンプライアンス規程」等コンプライア
ンス体制に係る規程を取締役及び使用人が法令・定款及び当社の社是並びに社会規範を遵
守した行動をとるための行動規範とします。
この行動の徹底を図るため、コンプライアンス委員会及びその事務局を設置し、グルー

プ全体のコンプライアンスの状況を統括し、教育を行います。
内部監査室は、コンプライアンスの状況を監査し、その結果を取締役会及び監査役会に

必要に応じ報告します。なお、法令上疑義のある行為について使用人が直接情報を伝える
手段として「内部通報制度」を開設しています。

　
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報及び使用人の業務全般に係る情報については、文書取扱
規程の保存区分に応じて適切かつ検索ができる状態にて保存・管理します。これらの保
存・管理された文書は、取締役及び監査役から要請があれば容易に閲覧可能な状況である
ことを維持します。

　
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
各部門の取締役及び使用人は、随時、それぞれの部門に内在するリスクの検討を行い、

リスクとなる事項が検出された場合は、当社のグループ会社管理規程に基づき、当社に報
告する体制をとっています。
また、内部監査室は各部門のリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的に取締役に
報告します。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
社内規程に基づく職務分掌、職務権限及び意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職
務の執行が行われる体制をとっています。また、取締役及び使用人が社業を的確かつ円滑
に職務執行できるように中期・年次経営計画並びに短期・月次事業部門目標・予算を策定
しています。取締役会は、この結果をレビューし、必要な措置を施しています。

　
⑤ 会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社取締役、各部長及びグループ各社の社長は、各部門及び各会社の業務執行の適正を

確保する体制の確立と運用の権限と責任を有します。法令遵守体制、リスク管理体制、情
報の保存・管理体制及び効率的職務執行体制等について定められている社内規程を当社グ
ループ各社の共通の社内規程とし、グループの取締役及び使用人は、これらの規程の定め
るところに従い、業務の適正を確保するための体制の整備・運用を行います。なお、本社
各部・各組織機関は、担当業務に関し各社に対しその整備・運用について支援、指導を行
います。また、当社及びグループ各社間での情報の共有化、指示・要請等の効率的伝達の
ための会議を設営します。
当社の内部監査室は、当社及びグループ各社の職務執行の状況を監査し、企業集団にお
ける業務の適正の確保に寄与します。

　
⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制と当該使用人の取締役会からの独立性に関する事項
監査役は、その職務を一時的に補助するための使用人として、内部監査室所属員又は総
合企画部所属員に必要な事項を命令することができるものとし、監査役より監査業務に必
要な命令を受けた使用人は、その命令に関して、取締役の指揮命令を受けないものとしま
す。なお、監査役の職務を一定期間補助するための使用人を任命した場合は、当該使用人
の異動・業績評価等人事権に係る事項の決定に関しては、取締役会からの独立性を確保す
るため、監査役の事前の同意を必要とします。
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⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体
制
取締役及び使用人が、監査役会に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに
重大な影響を及ぼす事項及び内部監査の実施状況等を速やかに報告する体制を整備してお
ります。報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役会と監査役
会の協議により決定する方法によります。
その他、取締役会をはじめとする重要な会議に出席するとともに、重要な文書の閲覧を
することができます。また、必要に応じていつでも、その職務遂行のため、取締役及び使
用人に対して報告を求めることができます。さらに使用人は、会社に著しい損害を及ぼす
おそれのあるとき及び重大な法令・定款違反に関する重大な事実を発見した場合は、監査
役に直接報告することができます。

　
⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は、代表取締役社長、内部監査室及び会計監査人それぞれとの間で定期的に意見
交換会を開催します。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① 取締役会を19回開催し、社外取締役を含む各取締役は法令又は定款等に定められた事項
及び経営上重要な事項について審議を行うとともに、取締役の職務執行の監督を行って
おります。

② 監査役会を13回開催し、社外監査役を含む各監査役は監査方針、監査計画に基づき、取
締役会を含む重要な社内会議への出席や代表取締役との面談、業務執行に関する重要な
文書の閲覧等を通じて取締役の職務執行、法令、定款等への遵守状況について監査を行
っております。

③ 内部監査室は、年度監査計画に基づき、当社並びに子会社の各部門について内部監査を
実施し、監査結果を代表取締役及び監査役会に報告しております。

④ 当社並びに子会社から選出された委員で構成されるグループコンプライアンス委員会を
６回開催し、法令・社内規程等の遵守状況、日常業務において生じ得るリスクの抽出、
評価を行い、リスク毎の対応策等を協議しております。

⑤ 子会社の業務運営、経営管理の適正を確保するため「グループ会社管理規程」に基づき、
子会社から事前承認、報告を受ける体制を整備し、運用を行っております。また、当社
全役員並びに子会社の代表取締役が出席し、毎月開催されるグループ役員会議において
各子会社の代表取締役から経営状況の報告を受け、現況の把握を行っております。

　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

(以上の事業報告における記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。なお、小数点及び百分比につきましては、表示単位未満を四捨五入しております。)
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連 結 貸 借 対 照 表
（2018年12月31日現在）

（単位：千円）
　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 46,326,739 流 動 負 債 32,053,842
現 金 及 び 預 金 9,672,863 工 事 未 払 金 6,772,511
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 5,154,731 買 掛 金 5,195,467
完 成 工 事 未 収 入 金 235,847 短 期 借 入 金 2,440,000
販 売 用 不 動 産 17,820,579 1年内返済予定の長期借入金 1,374,833
未 成 工 事 支 出 金 3,677,305 未 払 法 人 税 等 860,856
材 料 貯 蔵 品 1,388,218 未 成 工 事 受 入 金 11,880,788
繰 延 税 金 資 産 325,557 賞 与 引 当 金 501,636
未 収 入 金 3,435,160 そ の 他 3,027,748
立 替 金 2,744,844 固 定 負 債 11,872,905
そ の 他 1,894,299 長 期 借 入 金 10,632,800
貸 倒 引 当 金 △22,667 退 職 給 付 に 係 る 負 債 190,234
固 定 資 産 17,983,208 資 産 除 去 債 務 630,557
有 形 固 定 資 産 12,865,260 そ の 他 419,313
建 物 及 び 構 築 物 6,906,407
機械装置及び運搬具 373,338 負 債 合 計 43,926,747
土 地 4,719,470 純 資 産 の 部
建 設 仮 勘 定 608,574 株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式
その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
為 替 換 算 調 整 勘 定
非 支 配 株 主 持 分

17,573,302
389,900
139,510

19,016,892
△1,972,999

34,341
34,714
△373

2,775,556

そ の 他 257,468
無 形 固 定 資 産 1,674,103
の れ ん 1,419,970
そ の 他 254,133
投 資 そ の 他 の 資 産 3,443,844
投 資 有 価 証 券 479,500
繰 延 税 金 資 産 351,826
瑕 疵 担 保 供 託 金 1,165,400
そ の 他 1,669,675
貸 倒 引 当 金 △222,558 純 資 産 合 計 20,383,200

資 産 合 計 64,309,947 負 債 純 資 産 合 計 64,309,947

― 19 ―



連 結 損 益 計 算 書
（ 2018

2018
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高 110,259,640
売 上 原 価 86,458,246
売 上 総 利 益 23,801,394

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 19,398,336
営 業 利 益 4,403,057

営 業 外 収 益
受 取 利 息 6,805
受 取 配 当 金 6,045
売 電 収 入 34,673
補 助 金 収 入 436,930
そ の 他 104,687 589,143
営 業 外 費 用
支 払 利 息 76,450
売 電 費 用 20,483
固 定 資 産 圧 縮 損 436,930
そ の 他 72,161 606,026
経 常 利 益 4,386,174

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 53,303 53,303

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 87,774
減 損 損 失 48,674 136,448
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,303,030
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,776,537
法 人 税 等 調 整 額 △3,398 1,773,139
当 期 純 利 益 2,529,890
非支配株主に帰属する当期純利益 226,636
親会社株主に帰属する当期純利益 2,303,254
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連結株主資本等変動計算書
（ 2018

2018
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

(単位：千円)
　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合 計

2018 年 １ 月 １ 日 残 高 389,900 － 17,719,782 △1,980,183 16,129,498
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,006,144 △1,006,144
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,303,254 2,303,254

自 己 株 式 の 取 得 △141 △141
自 己 株 式 の 処 分 4,708 7,325 12,033
非 支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動 134,802 134,802

株 主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）
連結会計年度中の変動額合計 － 139,510 1,297,109 7,184 1,443,804
2018 年 12 月 31 日 残 高 389,900 139,510 19,016,892 △1,972,999 17,573,302
　

その他の包括利益累計額
非支配株主
持 分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

2018 年 １ 月 １ 日 残 高 82,253 △501 81,752 2,478,870 18,690,120
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,006,144
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,303,254

自 己 株 式 の 取 得 △141
自 己 株 式 の 処 分 12,033
非 支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動 134,802

株 主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △47,539 128 △47,410 296,686 249,275

連結会計年度中の変動額合計 △47,539 128 △47,410 296,686 1,693,079
2018 年 12 月 31 日 残 高 34,714 △373 34,341 2,775,556 20,383,200
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貸 借 対 照 表
（2018年12月31日現在）

（単位：千円）
　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関係会社長期貸付金
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
会 員 権
そ の 他
貸 倒 引 当 金

21,634,130
6,592,854
99,049
47,879
47,293
27,043

14,155,868
669,402
△5,261

15,511,131
2,338,755
411,510
5,296

115,340
18,530
48,806

1,732,320
6,950

136,608
136,505

103
13,035,767
163,523
9,271,405

200
3,358,832
34,977
118,643
14,000
300,593
△226,407

流 動 負 債 8,665,701
買 掛 金 115,270
1年内返済予定の長期借入金 1,175,633
未 払 金 176,106
未 払 費 用 49,507
預 り 金 15,816
関 係 会 社 預 り 金 6,951,274
前 受 収 益 28,459
賞 与 引 当 金 64,692
そ の 他 88,941
固 定 負 債 10,571,836
長 期 借 入 金 10,496,000
資 産 除 去 債 務 67,552
そ の 他 8,283

負 債 合 計 19,237,538
純 資 産 の 部

株 主 資 本 17,873,220
資 本 金 389,900
資 本 剰 余 金 344,608
資 本 準 備 金 339,900
そ の 他 資 本 剰 余 金 4,708
利 益 剰 余 金 19,111,711
利 益 準 備 金 4,112
そ の 他 利 益 剰 余 金 19,107,599
別 途 積 立 金 820,000
繰 越 利 益 剰 余 金 18,287,599

自 己 株 式 △1,972,999
評 価 ・ 換 算 差 額 等 34,503
その他有価証券評価差額金 34,503
純 資 産 合 計 17,907,723

資 産 合 計 37,145,261 負 債 純 資 産 合 計 37,145,261
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損 益 計 算 書
（2018

2018
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高
業 務 支 援 料 1,721,400
関 係 会 社 受 取 配 当 金 2,872,200
不 動 産 賃 貸 事 業 収 入 461,316
加 盟 店 か ら の 収 入 765,330
そ の 他 の 売 上 高 861,716 6,681,964
売 上 原 価 1,630,775
売 上 総 利 益 5,051,188

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,172,916
営 業 利 益 2,878,272

営 業 外 収 益
受 取 利 息 125,046
受 取 配 当 金 5,995
売 電 収 入 34,673
そ の 他 4,660 170,376
営 業 外 費 用
支 払 利 息 113,119
支 払 手 数 料 16,368
売 電 費 用 20,622
そ の 他 5,853 155,963
経 常 利 益 2,892,685

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1,365
関 係 会 社 株 式 売 却 益 274,596 275,961
特 別 損 失
訴 訟 和 解 金 1,481
固 定 資 産 除 売 却 損 81,809 83,290
税 引 前 当 期 純 利 益 3,085,355
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 53,387
法 人 税 等 調 整 額 39,332 92,719
当 期 純 利 益 2,992,636
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株主資本等変動計算書
（2018

2018
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計別 途

積立金
繰越利益
剰余金

2018 年 １ 月 １ 日 残 高 389,900 339,900 ― 339,900 4,112 820,000 16,301,108 17,125,220

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,006,144 △1,006,144

当 期 純 利 益 2,992,636 2,992,636

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 4,708 4,708

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － 4,708 4,708 － － 1,986,491 1,986,491

2018 年 12 月 31 日 残 高 389,900 339,900 4,708 344,608 4,112 820,000 18,287,599 19,111,711

　
　

株 主 資 本 評 価・換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2018 年 １ 月 １ 日 残 高 △1,980,183 15,874,836 81,931 81,931 15,956,768

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,006,144 △1,006,144

当 期 純 利 益 2,992,636 2,992,636

自 己 株 式 の 取 得 △141 △141 △141

自 己 株 式 の 処 分 7,325 12,033 12,033

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） － △47,428 △47,428 △47,428

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 7,184 1,998,383 △47,428 △47,428 1,950,954

2018 年 12 月 31 日 残 高 △1,972,999 17,873,220 34,503 34,503 17,907,723
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2019年２月25日

株式会社ヒノキヤグループ
取締役会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士 城 戸 和 弘 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 草 野 耕 司 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ヒノキヤグループの2018
年１月１日から2018年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
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監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社ヒノキヤグループ及び連結子会社からなる企業集団の当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2019年２月25日

株式会社ヒノキヤグループ
取締役会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士 城 戸 和 弘 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 草 野 耕 司 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ヒノキヤグループ
の2018年１月１日から2018年12月31日までの第31期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい
て監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。
監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類
及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

当監査役会は、2018年１月１日から2018年12月31日までの第31期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい
ては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保
するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制
の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について
定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。また、子
会社については、子会社の取締役及び使用人等からも必要に応じてその構築及び運用
の状況について報告を受け、説明を求めました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

（2）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

（3）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

2019年２月25日
株式会社ヒノキヤグループ 監査役会
常勤監査役 長 谷 忠 宏 ㊞
常勤監査役 篠 崎 良 吉 ㊞
監 査 役 長 谷 川 臣 介 ㊞
監 査 役 長 澤 正 浩 ㊞

（注） 長谷川臣介と長澤正浩は、会社法第２条第16号及び会社法第335条第３項に定める社
外監査役であります。

　

以 上
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株主総会参考書類
　
議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件
剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
当社は、株主の皆様への利益還元を重要事項の一つと認識し、経営基盤、財務体質強化に向
けた内部留保の確保に留意しつつ、財務状況及び連結業績等を総合的に勘案し、継続的に安定
した配当を実施することを基本方針としております。
当期の期末配当につきましては、最近の財務状況、今期業績等を総合的に勘案いたしまし

て、１株につき45円とさせていただきたいと存じます。
なお、さきに中間配当金として１株につき45円をお支払いしておりますので、年間の配当

金は１株につき90円となります。
（1）配当財産の種類

金銭
（2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金45円 総額566,026,695円
（3）剰余金の配当が効力を生じる日

2019年３月29日
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第２号議案　取締役９名選任の件
本総会終結の時をもって取締役８名全員が任期満了となります。つきましては、経営体制の一
層の強化を図るため１名増員し、取締役９名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。

　

候補者番号 １ くろ す しん じ ろう

黒須新治郎（1944年２月21日生） 再 任

■当事業年度の
取締役会への出席状況
100％（19回／19回）

■所有する当社株式数
165,100株

略歴、地位及び担当の状況
1965年４月 ㈱大和工務店入社
1973年４月 ㈱黒須建設入社
1973年５月 ㈱黒須建設 専務取締役に就任
1988年10月 当社設立 代表取締役社長に就任
2009年４月 当社代表取締役会長に就任（現

任）
2012年３月 ㈱桧家住宅取締役会長に就任

取締役候補者とした理由
黒須新治郎氏は、1988年に当社を創業して以来、代表取締役として経営に携わり、
当社グループの発展に貢献してまいりました。これらの豊富な経験と事業における幅
広い知識に基づき、経営全般に関する助言を行っており、重要事項の決定や業務執行
に対する監督を適切に果たしうると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者番号 ２ こん どう あきら

近藤 昭（1967年４月22日生） 再 任

■当事業年度の
取締役会への出席状況
100％（19回／19回）

■所有する当社株式数
289,800株

略歴、地位及び担当の状況
1991年４月 千代田生命保険（相）（現 ジブ

ラルタ生命保険㈱）入社
1994年10月 ユナム・ジャパン傷害保険㈱

（現 日立キャピタル損害保険㈱）
入社

2001年12月 当社入社
2002年１月 当社ユートピアホーム事業部長

に就任

2006年３月 当社専務取締役に就任
2006年12月 当社取締役副社長に就任
2009年４月 当社代表取締役社長に就任（現

任）
2012年３月 ㈱桧家不動産東京（現 ㈱桧家不

動産）取締役会長に就任
2015年９月 ㈱HOUSALL社外取締役に就任

（現任）

取締役候補者とした理由
近藤昭氏は、入社以来、注文住宅事業を中心に当社グループの経営を統括し、社長
就任後は積極的に事業領域の拡大を図り、新たな収益源の育成に取組む等、企業価
値向上に貢献してまいりました。これらの豊富な経験と事業における幅広い知識に
基づき重要事項の決定や業務執行に対する監督を適切に果たしうると判断し、引き
続き取締役候補者といたしました。
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候補者番号 ３ あら き しん すけ

荒木 伸介（1968年９月７日生） 再 任

■当事業年度の
取締役会への出席状況
100％（19回／19回）

■所有する当社株式数
1,100株

略歴、地位及び担当の状況
1990年３月 ㈱東信エステート入社
1999年６月 ㈱テール入社
2002年４月 当社入社

ユートピアホーム事業部課長に
就任

2003年１月 ㈱ユートピアホーム事業拡大推
進部長に就任

2006年４月 同社取締役事業拡大推進部長に
就任

2008年４月 当社商品企画部長に就任
2011年６月 ㈱桧家住宅さいたま（現 ㈱桧家

住宅）取締役に就任
2011年７月 同社取締役商品企画担当兼商品

企画部長に就任

2012年３月 当社取締役マーケティング担当
兼マーケティング部長に就任

2014年１月 当社取締役マーケティング・FC
事業担当兼マーケティング部長
に就任

2015年１月 当社取締役マーケティング・FC
事業・CADセンター担当兼マー
ケティング部長に就任（現任）

2016年３月 ㈱桧家不動産取締役に就任（現
任）
レスコハウス㈱（現 ㈱ヒノキヤ
レスコ）取締役に就任

2018年８月 ㈱日本ハウジングソリューショ
ン代表取締役社長に就任（現任）

重要な兼職の状況
㈱日本ハウジングソリューション代表取締役社長
取締役候補者とした理由
荒木伸介氏は、入社以来、マーケティング業務、設計業務等に携わり、商品企画、広
告宣伝を統括し当社グループのブランド構築に貢献してまいりました。これらの豊富
な経験と幅広い知識に基づき重要事項の決定や業務執行に対する監督を適切に果たし
うると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者番号 ４ つね すみ じゅん いち

常住 順一（1961年１月25日生） 再 任

■当事業年度の
取締役会への出席状況
100％（19回／19回）

■所有する当社株式数
3,499株

略歴、地位及び担当の状況
1986年４月 ㈱東洋情報システム（現 TIS㈱）

入社
1992年10月 監査法人芹沢会計事務所（現 仰

星監査法人）入所
1999年10月 朝日監査法人（現 有限責任あず

さ監査法人）入所
2012年10月 当社入社 財務経理部長に就任

2013年３月 当社取締役財務経理担当兼財務
経理部長に就任（現任）

2014年12月 ライフサポート㈱取締役に就任
2017年11月 フュージョン資産マネジメント

㈱取締役に就任（現任）

取締役候補者とした理由
常住順一氏は、入社以来、財務経理部長として財務戦略構築と推進を通じて財務体質
の強化に貢献してまいりました。公認会計士としての専門的な知識と豊富な経験に基
づき重要事項の決定や業務執行に対する監督を適切に果たしうると判断し、引き続き
取締役候補者といたしました。
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候補者番号 ５ しま だ ゆき お

島田 幸雄（1969年３月20日生） 再 任

■当事業年度の
取締役会への出席状況
100％（19回／19回）

■所有する当社株式数
1,711株

略歴、地位及び担当の状況
1992年４月 泉証券㈱（現 SMBC日興証券

㈱）入社
2004年４月 エース証券㈱入社
2006年４月 そしあす証券㈱（現 むさし証券

㈱）入社
2008年８月 丸三証券㈱入社
2010年５月 当社入社 経営企画部長代理に

就任
2011年３月 ㈱日本アクア監査役に就任

2011年７月 当社経営企画部長に就任
2012年８月 ㈱桧家住宅三栄（現 ㈱桧家住

宅）取締役に就任
2014年12月 ライフサポート㈱取締役に就任
2016年１月 当社総合企画部長に就任
2016年３月 当社取締役総合企画・人事・グ

ループ管理担当兼総合企画部長
に就任（現任）

取締役候補者とした理由
島田幸雄氏は、証券業務の知識と経験を有するとともに、入社以来、経営企画、IR、
グループ会社管理業務に携わり、コーポレートガバナンス体制強化に貢献してまいり
ました。これらの豊富な経験と幅広い知識に基づき重要事項の決定や業務執行に対す
る監督を適切に果たしうると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者番号 ６
あら い たか こ

荒井 孝子（1963年７月17日生） 再 任
　

■当事業年度の
取締役会への出席状況
100％（14回／14回）

■所有する当社株式数
22,696株

略歴、地位及び担当の状況
1991年12月 ㈱黒須建設入社
1996年12月 当社入社
2002年12月 ㈱桧家住宅東関東（現 ㈱桧家住

宅）入社
同社総務部長に就任

2008年３月 当社取締役に就任
2008年４月 当社取締役業務推進部長に就任

2009年１月 当社取締役経営推進統括担当兼
業務部長に就任

2011年３月 ㈱桧家住宅さいたま（現 ㈱桧家
住宅）取締役に就任

2011年７月 同社常務取締役に就任
2012年３月 同社代表取締役社長に就任
2018年１月 ㈱桧家住宅代表取締役社長に就

任（現任）
2018年３月 当社取締役に就任（現任）

重要な兼職の状況
㈱桧家住宅代表取締役社長
取締役候補者とした理由
荒井孝子氏は、当社グループに入社以来、住宅の積算業務、総務部、業務部など幅広
い業務に従事した経験から、当社グループの注文住宅事業に精通し、注文住宅子会社
の経営管理を適切に遂行し、当社グループの収益向上に貢献してまいりました。これ
らの豊富な経験と幅広い知識に基づき重要事項の決定や業務執行に対する監督を適切
に果たしうると判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者番号 ７ もり た てつ ゆき

森田 哲之（1959年11月４日生） 新 任
　

■ 所有する当社株式数
―株

略歴、地位及び担当の状況
1981年４月 ミサワホーム㈱入社
1987年１月 ミサワホーム東海㈱出向
1996年12月 同社営業部長に就任
1997年６月 同社取締役営業部長に就任
2002年４月 同社取締役支店長に就任
2007年４月 ミサワホーム㈱ＣＳ推進部長に

就任
2011年６月 同社執行役員ホームイング推進

部長に就任

2013年４月 同社執行役員ストック推進担当
に就任

2016年１月 同社執行役員ストック推進・開
発事業担当に就任

2017年４月 同社執行役員カスタマーサポー
ト推進部長兼お客様センター長
に就任

2018年12月 当社入社
2019年１月 ㈱日本ハウジングソリューショ

ン取締役に就任（現任）

取締役候補者とした理由
森田哲之氏は、大手住宅メーカーにおいて長年にわたり、住宅営業をはじめ、カスタ
マーサポート、リフォーム、不動産事業など幅広い業務に従事し、各要職を歴任した
経験から、住宅事業全般に精通し、事業のマネジメントに関する幅広い見識を有して
おります。これらの豊富な経験と実績に基づき重要事項の決定や業務執行に対する監
督を適切に果たしうると判断し、取締役候補者といたしました。

候補者番号 ８ で ぐち しゅん いち

出口 俊一（1953年３月４日生） 再 任 社 外 独 立
　

■当事業年度の
取締役会への出席状況
100％（19回／19回）

■所有する当社株式数
8,800株

略歴、地位及び担当の状況
1975年４月 ㈱産業経済新聞社入社
1998年２月 ㈱日本工業新聞社出向
2002年４月 独立行政法人経済産業研究所出

向
2003年12月 ㈱デジタルニューディール研究

所代表取締役社長に就任（現任）

2006年４月 国立大学法人東京農工大学客員
教授に就任

2009年３月 当社社外取締役（非常勤）に就
任（現任）

2011年５月 金沢工業大学客員教授に就任
2017年２月 ㈳俯瞰工学研究所主席研究員に

就任（現任）

重要な兼職の状況
㈱デジタルニューディール研究所代表取締役社長
㈳俯瞰工学研究所主席研究員
社外取締役候補者とした理由
出口俊一氏は、企業経営における高い見識を有し、当社の社外取締役として、公正か
つ客観的な立場に立って意見をいただいており、今後も社外取締役としての職務を適
切に遂行いただけるものと判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。なお、
当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって10年であります。
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候補者番号 ９ かた やま まさ や

片山 雅也（1977年８月２日生） 再 任 社 外 独 立
　

■当事業年度の
取締役会への出席状況
100％（19回／19回）

■所有する当社株式数
8,000株

略歴、地位及び担当の状況
2005年４月 司法研修所入所
2006年10月 弁護士登録

AZX総合法律事務所入所
2008年10月 松岡・浅田法律事務所入所
2009年１月 弁護士法人アヴァンセリーガル

グループ（現 弁護士法人ALG
＆Associates）入所

2013年11月 ㈱アヴァンセ・インテリジェン
ス社外監査役（非常勤）に就任
（現任）

2013年12月 ㈱アヴァンセ・ホールディング
ス取締役に就任（現任）

2014年１月 弁護士法人アヴァンセリーガル
グループ（現 弁護士法人ALG
＆Associates）代表社員に就任
（現任）

2014年３月 行政書士法人アヴァンセリーガ
ルグループ（現 行政書士法人
ALG＆Associates）社員に就任

2014年４月 ㈱アヴァンセ・トラシード代表
取締役に就任（現任）

2014年10月 ㈱アヴァンセドットコム取締役
に就任（現任）

2015年３月 当社社外取締役（非常勤）に就
任（現任）

2015年８月 税理士法人アヴァンセリーガル
グループ（現 税理士法人ALG
＆Associates）代表社員に就任
（現任）

重要な兼職の状況
弁護士法人ALG＆Associates代表社員
㈱アヴァンセ・ホールディングス取締役
㈱アヴァンセ・インテリジェンス社外監査役（非常勤）
㈱アヴァンセ・トラシード代表取締役
㈱アヴァンセドットコム取締役
税理士法人ALG＆Associates代表社員
社外取締役候補者とした理由
片山雅也氏は、弁護士としての企業法務に関する専門知識と豊富な実務経験に基づき、
当社の企業経営の健全性・透明性及びコンプライアンスの向上のための助言をいただ
いており、今後も社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、
引き続き社外取締役候補者といたしました。なお、当社社外取締役としての在任期間
は、本総会終結の時をもって４年であります。

（注）１ 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２ 出口俊一氏及び片山雅也氏は、社外取締役候補者であります。
なお、当社は出口俊一氏及び片山雅也氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
同取引所に届け出ており、両氏が社外取締役に選任され就任した場合には、引き続き両氏を独立役
員として届け出る予定であります。

３ 当社は、出口俊一氏及び片山雅也氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を法令が規定
する額に限定する契約を締結しております。また、両氏の選任が承認された場合、当社は両氏との
間において同契約を継続する予定であります。
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第３号議案　監査役１名選任の件
本総会終結の時をもって監査役篠崎良吉氏が任期満了となりますので、新たに監査役１名の選
任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

　

■所有する当社株式数
6,292株

その だ さ なえ

園田 早苗（1959年６月７日生） 新 任

略歴及び地位の状況
1978年４月 水質源開発公団入社
2001年３月 当社入社 加須展示場営業事務

職に従事
2006年１月 久喜展示場営業職に従事
2010年５月 当社業務部課長代理に就任
2011年６月 当社内部監査室課長代理に就任

2013年２月 当社内部監査室課長に就任
2016年３月 当社内部監査室長に就任（現任）

監査役候補者とした理由
園田早苗氏は、当社グループに入社以来、住宅事業において営業から管理業務まで幅
広い業務に従事し、現在は内部監査室長として内部監査業務に従事しております。内
部監査での豊富な業務経験とグループ各社の事業に対する知見を有していることから、
新たに監査役候補者といたしました。

　
（注）１ 監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　 ２ 監査役候補者は本総会終結の時をもって当社内部監査室長を退職する予定であります。
　 ３ 当社は、園田早苗氏が選任された場合は、同氏との間で会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定

する契約を締結する予定であります。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が
規定する額といたします。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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京葉線京葉線

丸の内中央口

八重洲南口八重洲南口

新幹線南のりかえ口新幹線南のりかえ口 新幹線中央のりかえ口新幹線中央のりかえ口

丸の内北口丸の内南口

北
自
由
道
路ＪＲ東京駅

新幹線日本橋口

新幹線日本橋口

東
京
メ
ト
ロ
大
手
町
Ｂ
７
出
口

丸の内オアゾ

キッチンストリートキッチンストリート
八重洲中央口

外堀通り

サピア
タワー

永
代
通
り

八重洲北口八重洲北口

大丸

大手町方面

有楽町方面

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図　
会 場 東京都千代田区丸の内一丁目７番12号 サピアタワー５階

ステーションコンファレンス東京503会議室
電 話 03－6888－8080（代）
交 通 JR東京駅日本橋口直結

新幹線日本橋口改札徒歩１分、八重洲北口改札徒歩２分
東京メトロ東西線大手町駅B7出口直結

( 駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。 )

〈ご来場の記念品（お土産）について〉
株主総会にご出席の株主様へお配りしておりましたご来場の記念品（お土産）は、本年より
　とりやめとさせていただきます。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。


